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阪神 ・淡路大震災以降、地震後の機能性能に着 目した耐震設計について検討されてきており、ライ

フライ ンについて もその例外ではない。本研究では、上水道管路に注 目し、地震後に要求される機能

性能について整理するために、水道事業体へ向けてアンケー トを実施するとともに、機能性能の1つ

の評価指標として困窮度を定義 し、機能性能を考慮 した耐震補強法について考察 し、金沢市の上水道

システムにおけるケーススタディを行 った。
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1.は じめに

現在の都市においてライフラインは生活に欠かす

ことのできないものとなってお り、地震 といった突

然の危険事象 においてもあ る程度の機能性能を保つ

ことが望 まれ る。特に阪神 ・淡路大震災以降、地震

後の機能性能 に着 目した耐震設計について検討され

ており、ライフラインについてもその例外ではない。

本研究では、上水道施設が地震後に有す るべ き機

能 性能について水道事業体 を対象 にアンケー トを行

い、各事業体が地震後の機能 性能についてどのよう

な考えを持っているかを把握す る。つぎに、金沢市

をケーススタディとして地震時被害予測を行った後、

流量解析を行 い、給水量の不足 による住民の困窮度

を定義 し、地震後の機能性能を困窮度を用いて定量

的に評価するとともに、機 能性能向上のための耐震

補強法について考察す る。

2.ア ンケー ト調査 につ いて

全国90の 水道事業体に調査票を郵送 し、フ ァク

シミリにて返送していただ いた。返送数 は63で あ

った。調査内容は大別 して各事業体の特徴、上水道

施設の概要、震災 に対する備え、水道施設の機能性

能についての4つ である。

飲料水の備蓄量(　 /人)

図-1指 導している飲料水の備蓄量

(1)震 災に対する備え

ここでは、震災に対する備 え、特に住民への指導

につ いて述べる。「水の備えについて住民に指導 し

ていますか」 という質問に対 して、約4割 の事業体

が指導 していると答えている。"い る"と 答 えた事

業体のうち、 どの程度の水量を指導 しているかに関

しては、図-1の ような結果であった。最後の項目
"-"は"具 体的な値を決めていない"を 示 してい

る。多 くの事業体が1人 当たり3リ ットルと答えて

いる。地震直後の生命維持のための水を住民各自が

備蓄するようにという考えの現れである。
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図-2給 水活動における優先される順位の割合

1.目標性能を達成するために、施設の耐震化の

他に応急給水などのソフ ト的対応も考えられる

ので、目標性能が耐震設計にス トレー トに結び

つかない。

2目 標性能を明示することによって、市民の理解

が得やす くなり、耐震化事業が行いやすい。

3.特 に問題はない。

4そ の他

図-3水 道施設の性能設計を行うにあたっての問題点

(2)地 震後の機能性能

給水活動における供給先の優先順位につ いての質

問に対 しては、図-2の よ うな結果 とな った。これ

は、各選択項 目について優先順位を1位 から6位 ま

で選んでいただき、選んだ順に足 し合わせたものを

小さい方か ら、すなわち優先順位の高いと考え られ

る順 に番号 をつけた。"飲 料水"が 最 も優先 され る

べきであると考えていることがわかるが、順位付け

はできないと考えている事業体が幾つかあり、一概

に"飲 料水"が 最優先であ るとはいえな い。ただ、
"消火用水"や"医 療用水"に ついては

、他に水源

(消火用水:河 川、プールなどの消防水利、医療用

水:各 病院による備蓄など)が あるため、優先順位

がわずか に低 くなった と考えられ る。

また、目標性能を明示 した上で、それを満たすよ

うに耐震設計 を行 うという性能規定型設計法を取 り

入れるにあたっての問題点についての質問に対 し、

図-3の ような結果となった。性能設計に関しては、

性能 というソフ ト面と実際の管路の耐震化といった

ハー ド面をうまく結びつけることが困難であるため、

目標性能から耐震化を行うことは難 しいと考えてい

ることがわか る。ただ し、住民に対 しては目標性能

を明示 し耐震化を行う方がよ り理解を得やすいと考

えていることがわか る。

(3)ま とめ

アンケー ト調査の 目的 として 『上水道施設の地震

後の機能性能 とは何か?』 が挙げ られるが、この問

い掛けに対 して事業体側も"分 か らない"と いう声

が多 くあった。下に主な意見を挙げる。

・ハー ドとソフ トをつなげて考えることは難 しく、

定義する事はできない。

・1人1日3リ ッ トルというの も、性能ではなく応

急給水の単なる目標で しかない。

・耐震化を行おうと思って も、財政的な問題があり、

今の対策で手一杯である。

今回のアンケー ト調査か ら、耐震化をハ ー ドとソ

フ トの両面か ら考え、機能性能を満たす ように耐震

設計を行 うことは、容易な ことではない といえる。

また、ハー ドの対策には莫大な資金が必要 となり、

仮 に耐震化を行ったとして も、 どの程度の効果を発

揮するかがなかなか見えづ らく、水道料金を払って

いる住民に耐震化について理解を得 るこ とは難 しい

事である。

次節では、アンケー ト調査の結果を踏まえ、上水

道施設の機能性能を定量的に表現 し、耐震対策の効

果を定量化するための手法を提案する。

3.住 民困窮度か ら見 た耐震 補強の評価手法

地震後の機能性能を保つために、管路の耐震管へ

の布設替えな ど様 々な耐震対策が行われ るが、それ

には莫大な資金が必要であ り、限界があ る。また、

水道事業は需要者か らの水道料金で賄われ るもので

ある。そこで、耐震対策の効果を定量化す ることで、

住民の理解が得やす くなり、また、対策費用と効果

の関係か ら最適な対策案の選択をすることができる

と考えられる。

ここでは、上水道 システムの機能性能を表す指標

として住民の飲料水に注 目 して住民困窮度を定義 し、

対策案の実施前後の機能性能を比較することにより

対策案の効果を評価する手法を提案す る。
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図-4困 窮度算出のフローチャー ト

(1)困 窮度の算出

住民困窮度 とは地震による損失の1つ として、地

震発生後に管路破壊によって不足する水量に係数を

掛けることで、住民が困る状態を貨幣換算 したもの

である。これを定義することで、地震発生後の上水

道管路網の性能を評価できる。困窮度算 出のフロー

チャー トを図-4に 示す。

(a)モ ンテカルロ法を用いた破壊 シミュレーシ

ョン及び流量解析

今回の解析 における被害率 は、阪神 ・淡路大震災

のデータを分析 し、算出された次式(1)を 用いる1)。

(1)

ここで、0は 被害率[件/km]、Aは 地表面最大加速

度[gal]で ある。

次に、地震による管路の破壊はボアソン分布 に従

うとし、管路被害率を算出 した。また、破壊の程度

を破壊箇所数によって、接点と接点を結ぶ管路が破

壊を受けて、管路は連結 しているが漏水が発生 して

いる状態、または、接点と接点を結ぶ管路が破壊を

受け、通水不能になっている状態とす る。

流量解析については、漏水の考慮が容易であるエ

ネルギー位法を用いて解析を行 った2)。

(b)困 窮度の定義

流量解析か ら求ま る取 り出し水量を供給され る水

量 とし、地震時に要求される水量を必要水量 とす る。

次式(2)に より困窮度を定義する。

(2)

Ki,k:ノ ー ドiの 復 旧K日 目の 困窮度(円)

Qni(K):ノ ー ドiの 復 旧 左日目の単位必要水量

(m3/sec)

Qik:ノー ドiの 復 旧 κ日目の供給水量(m3/sec)

Cw(K):復 旧 左日目の単位水量損失(円/m3)

単位必要水量につ いては、地震後 日数が経つにつ

れて住民の要求する水量は増加するので、地震後の

経過 日数によって増加させている。本研究では、金

沢市地域防災計画3)の 給水計画 より、必要水量を地

震後3日 目まで3リットル/人・日、4日 目か ら7日 目ま

で20　/人 ・日、8日 目か ら14日 目まで100リ　/人 ・

日、15日 目か ら28日 目まで300　 /人 ・日、29日

目以降は通常の必要水量 と考え られる444　 /人 ・

日としている。

また、単位水量損失とは、水が供給 されなか った

ときの単位水量(1m3)当 た りのの水の貨幣価値で

ある。ここでは、通常1人1日 当たりの平均配水量

と一般家庭の水道料金を基準として、必要水量に反

比例するように単位水量損失を定める。

(2)住 民困窮度を用いた耐震補強案の評価

前節で定義 した困窮度を用いて、耐震補強案の評

価方法について述べる。

耐震補強案の評価を行 う場合には、最も経済的で

効果的な耐震補強案の選択 、決定を行うことが必要

である。本研究では、評価方法の1つ と して費用便

益分析を用いることとする。

まず、地震による損失は、困窮度Kの 他に管路損

傷の修理、復旧のための費用がある。これを構造損

失Pと 呼ぶ。ここで、構造損失と住民の心理状態を

金額 に換算 した困窮度との間には隔たりがあると考

え られるためため、困窮度に重みcを 掛け、足 し合

わせたものを地震による損失Rと し、次式(3)に

示す。

(3)

c:構 造損失に対す る困窮度の重み

これを用いて、耐震対策前後の差か ら、対策案の効

果とすることができる。す なわ ち、この効果を対策

案に必要なコス トで割るこ とで、コス ト効果比を求

め、評価基準 ηi、とす ることができる。これを次式

(4)に 示す。

(4)

Ci:対 策案iを 行 うために必要なコス ト

Bi:対策前後の損失の差

4.金 沢市 におけるケースス タデ ィ

上述 した手法を金沢市の上水道管路網に適用 し、

ケーススタディを行 った。本研究で対象とした地
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ノ ー ド

図-5各 ノー ドの住民困窮度

住民による水の備蓄

図-6各 対策案に対する全住民の困窮度

図-7各 対策案に対するコスト効果比

域は、金沢市 の計画給水区域であり、対象管路は口

径が300mm以 上の上水道幹線配水本管である。モデ

ル化 した管路網は配水場8箇 所、需要点69箇 所、

配水管路107本 か らなっている。また、対象とした

想定地震は、金沢市を通っている活断層 と推定され

る森本断層が 活動 した場合(マ グニチュー ド6.7)

である。

ケーススタデ ィを行 った結果を図-5、 図-6、 図

-7に 示す。対策 としては、対象 とする配水管を耐

震継手のダクタイル鋳鉄管 に布設替えを行うものと

する。

図-5に つ いては、一例 と して ノー ド60の 上流

にあるリンク83、85に 対 して対策を施 した場合の

対策前後の各 ノー ドの困窮度を示 している。図-5

か ら、対策後にノー ド60の 困窮度が激減 している

ことが分かる。このように対策を行うことで、困窮

度を減少させることができる。

また、図-6に ついては、いくつかの対策案を行

ったことによる困窮度の変化を示 したものである。

対策案1は 、無対策、対策案2は 、予め住民による

水の備蓄が9　 /人あった場合であり、また対策案

3か ら対策案17は 、一例 としてノー ド60上 流周辺

の4っ の リンク80、83、85、86に ついて、それ ら

の組み合わせを変え、15通 りの対策をそれぞれ行

ったものである。この図を見ると、 リンクを2本 布

設替えす るよりも1本 しか布設替えしない場合の方

が困窮度の減少が大きい場合 もある。 しか し、この

低減量だけを見ても対策案 を評価することはできな

い。対策案 とそれに対するコス トの関係が重要であ

る。そこで、対策案3か ら対策案17に ついてコス

ト効果比を求めた結果が図-7で ある。ただし、 こ

の場合のコス ト効果比の算 出において、損失 には、

管路損傷の修理、復旧費用などの構造損失を考慮 し

ていない。また、対策案1と 対策案2は コス トがか

か らないためコス ト効果比を求めていない。図-7

より、コス ト効果比の大きい対策案16が 最適な対

策であると1つ の評価ができる。

5.お わ りに

水道事業体に対す るアンケー ト調査を実施 し、機

能性能に対す るハー ドとソフ トをつなげ ることの難

しさを知ることができた。

機能性能を評価する指標 と して、困窮度を定義

す ることで、住民が地震後 に必要な水量 を取 り出せ

ないことによる困る度合いを金額で表現することが

できた。また、困窮度は、耐震対策案を比較検討で

きる指標の1つ であると考え られる。ただ、その評

価方法については今後さらに検討 してい く必要があ

る。
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